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第22期
定時株主総会招集ご通知
日　　時 平成30年３月23日（金曜日）

午後２時00分

場　　所 東京都渋谷区渋谷四丁目４番25号
アイビーホール青学会館
地下２階　サフラン

決議事項 第１号議案　取締役（監査等委員である取締役
を除く。）４名選任の件

第２号議案　監査等委員である取締役３名選任
の件

本年から、株主総会にご出席の株主様にお配りして
おりましたお土産を取りやめさせていただきます。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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株主の皆様へ

　平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。当社の第
22期定時株主総会招集ご通知をお届けいたします。
　当社グループが属するインターネット広告市場は、スマートフォ
ンの急速な普及と利用時間の増加に伴い、スマートフォンを起点と
するサービス消費やショッピング等が増加し、精度の高いターゲテ
ィング及び明確な効果測定が可能であるインターネット広告の需要
がいっそう高まるなか、成長を続けております。
　当社グループは、広告事業のアフィリエイトマーケティングサー
ビスに依存した収益構造の変革に取り組み、CRM事業を「第2の
柱」として強化してまいりました。また、下期には、より収益性の
高く成長が期待される事業へ注力するため、事業戦略の見直しをお
こないました。
　平成29年12月期は、広告事業のアフィリエイトマーケティング
サービスにおいて、金融分野のうち利益率の低い大型案件の減少に
より減収となりましたが、その他の分野が伸長し全体としては堅調
であったこと及びストアマッチサービスが堅調であったことに加
え、CRM事業のYahoo!ショッピングのストア向けサービス
「STORE’s R∞（ストアーズ・アールエイト）」が好調に推移しま
した。その結果、売上高16,889百万円（前期比3.5％減）、営業利
益は2,223百万円（同140.9%増）、親会社株主に帰属する当期純
利益は1,010百万円（同193.1%増）となりました。今後、当社グ
ループは、顧客のパフォーマンス（成果）の最大化に貢献するため、
蓄積されたデータを分析・活用し、「集客」から「接客」、「リテ
ンション」（顧客との関係維持）までを総合的に提供することで、
さらなる事業拡大を目指してまいります。
　株主の皆様には、引き続き温かいご指導・ご支援を賜りますよう、
お願い申しあげます。

▶ミッション
　情報技術で新たな価値を創造する

▶ビジョン
　日本を代表するパフォーマンスマーケティングカンパニーになる

平成30年３月
代表取締役社長　香川　仁
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招集ご通知
証券コード　2491
平成30年３月６日

株主各位 東京都港区南青山二丁目26番１号　南青山ブライトスクエア　３階
バリューコマース株式会社
代表取締役社長　香川　仁

第22期定時株主総会招集ご通知

　拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通

知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットによって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、４ページから５ページの「議決権行

使のご案内」に従って、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえご返送いただく

か、当社の指定する議決権行使サイト(https://evote.tr.mufg.jp/)において賛否をご入力されるか、い

ずれかの方法により、平成30年３月22日（木曜日）午後６時00分までに議決権を行使していただきま

すようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日時 平成30年３月23日（金曜日）午後２時00分

２．場所 東京都渋谷区渋谷四丁目４番25号

アイビーホール青学会館　地下２階　サフラン
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３．目的事項
報告事項 １．第22期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第22期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

○ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。

○ 株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、当社ウェブサイトに
掲載させていただきます。

○ 本株主総会招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「主要な事業内容」、「主要な営業所及び工場」、
「主要な借入先の状況」、「その他企業集団の現況に関する重要な事項」、「新株予約権等の状況」、「会
計監査人の状況」、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」、「連結株主資本等変動
計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社
定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本株主総会招集ご通知の提供書
面には記載しておりません。本株主総会招集ご通知の提供書面は、監査等委員会が監査報告の作成に際して
監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに会計監査人が会計監査報告の作成に際して監査した連
結計算書類及び計算書類の一部であります。

○ 本株主総会の決議結果につきましては、書面による決議ご通知のご送付に代えて、本株主総会終了後、当社
ウェブサイトに掲載させていただきますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト　　https://www.valuecommerce.co.jp
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議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の重要な権利です。後記の株主総会参考書類（６ページ～14ページ）をご検討のう
え、議決権の行使をお願い申しあげます。議決権の行使には以下の３つの方法がございます。

総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
日時　平成30年３月23日（金曜日）午後２時00分
場所　アイビーホール青学会館　地下２階　サフラン

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

郵送で議決権を行使される場合

議決権の行使の
お取り扱いについて
議決権行使書用紙におい
て、議案につき賛否のご表
示のない場合は、「賛」の
意思表示があったものと
して取り扱うこととさせ
ていただきます。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
行使期限　平成30年３月22日（木曜日）午後６時00分到着分まで

議 決 権 行 使 書
御中

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

1.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
2.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○
3.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○

お　願　い
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

個

株

平成　　年　　月　　日

バリューコマース株式会社

バリューコマース株式会社

切
（

取

り

）
線

ログインID
仮パスワード

議 決 権 の 数 個

○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○
○○○○○○

○○○○○○

○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○
○○○○○○

（ご注意）

株　主　総　会　日
平成○○年○月○○日

議   案 原案に対する賛否

賛 　　　否

賛 　　　否
第1号

但し 　　   　 　を除く

第2号
但し 　　   　 　を除く

議決権行使書のご記入方法のご案内 こちらに、議案の賛否をご記入ください。
第1号議案、第2号議案

◦全員賛成の場合	 「賛」の欄に○印
◦全員否認する場合	 「否」の欄に○印
◦一部候補者を否認する場合
　　‌�「賛」の欄に○印をし、否認する候補者の番号を
ご記入ください。

インターネットで議決権を行使される場合
議決権行使サイト　https://evote.tr.mufg.jp/
行使期限　平成30年３月22日（木曜日）午後６時00分まで
パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から、上記の議決権行使サイトにアクセスの
うえ、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用い
ただき、画面の案内に従って、上記行使期限までに賛否をご入力ください。

4
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞
　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただきますようお願い申しあげ
ます。
　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書用紙）またはインターネットによる議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

１．議決権行使サイトについて ２．インターネットによる議決権行使方法について

(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン
または携帯電話（ｉモード、EZweb、Yahoo！ケータイ）※か
ら 、 当 社 の 指 定 す る 議 決 権 行 使 サ イ ト
（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただくことによ
ってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時ま
では取り扱いを休止します。）

 

※「ｉモード」は（株）ＮＴＴドコモ、「EZweb」はKDDI（株）、
「Yahoo！」は米国Yahoo！ Inc.の商標または登録商標です。

(2) パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネ
ット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチ
ウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用
の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のイ
ンターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もござい
ます。

(3) 携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo！ケ
ータイのいずれかのサービスをご利用ください。また、セキュリ
ティ確保のため、TLS暗号化通信及び携帯電話情報の送信が不可
能な機種には対応しておりません。

(4) インターネットによる議決権行使は、平成30年３月22日（木曜
日）の午後６時00分まで受け付けいたしますが、お早めに行使し
ていただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデスクへお問
い合わせください。

(1) 議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決
権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」
をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

(2) 株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決
権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決
権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることにな
りますのでご了承ください。

(3) 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワー
ド」をご通知いたします。

３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い ４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費
用について

(1) 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合
は、インターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱
わせていただきますのでご了承ください。

(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合
は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。また、
パソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して議決権を行使さ
れた場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきま
す。

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネッ
ト接続料金等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電話等を
ご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話等利用による料金
が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

●システム等に関するお問合せ
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部(ヘルプデスク)
電話0120-173-027(受付時間　9:00～21:00、通話料無料)

【議決権電子行使プラットフォームによる議決権行使のご案内】
機関投資家の皆様は、インターネットによる議決権行使の方法とし
て、（株）ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」をご
利用いただくことができます。
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株主総会参考書類
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名の選任をお願いするものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者一覧
候補者
番　号 氏　名 現在の当社における地位及び担当 候補者属性

1
か

香
　がわ　

川
 

　
 

　
　じん　

仁 代表取締役社長
最高経営責任者 再 任

2
　えん　

遠
　どう　

藤
 

　
　まさ　

雅
　とも　

知
取締役

最高財務責任者
コーポレート本部長

再 任

3
は

長
せ

谷
がわ

川
 

　
たく

拓
執行役員

最高戦略責任者
社長室長

新 任

4
お

小
ざわ

澤
 

　
たか

隆
お

生 取締役 再 任

6
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候補者番号 １
か が わ

香川　
じん

仁 （49歳）

再任 生年月日　（昭和43年９月24日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
平成３年４月 アイダエンジニアリング株式会社入

社
平成４年５月 株式会社日刊工業新聞社入社
平成15年10月 ヤフー株式会社入社
平成21年10月 同社メディア事業統括本部

広告本部商品企画部長
平成22年５月 同社メディア事業統括本部

広告本部商品企画部長 兼 広告本部
広告サポート部長

平成24年７月 同社マーケティングソリューション
カンパニー事業推進本部
リサーチアナリシス部長

平成24年９月 株式会社クロコス　取締役
平成25年３月 当社取締役　副社長執行役員
平成26年１月 当社代表取締役社長　最高経営責任

者（現任）

所有する当社株式の数
16,600株

取締役候補者の選任理由
香川仁氏は、インターネット業界における広告商品の企画・開発等における豊富な経験と知見を有しており、激しく変

化するインターネット業界のなかで当社が成長しつづけるために必要な強いリーダーシップと決断力を備え、代表取締役
社長　最高経営責任者としての役割を適切に果たしております。以上のことから、同氏を引き続き取締役として、選任を
お願いするものであります。

7
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候補者番号 ２
えんどう

遠 藤　
まさとも

雅 知 （47歳）

再任 生年月日　（昭和45年４月24日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
平成５年４月 株式会社熊谷組入社
平成17年５月 ヤフー株式会社入社
平成22年７月 同社経営戦略本部グループ企画部長
平成23年４月 同社経営戦略本部経営企画部長
平成25年３月 当社取締役

平成25年10月 ヤフー株式会社CFO室M＆A戦略部
長

平成26年１月 当社取締役　コーポレート本部長
平成26年３月 当社取締役　最高財務責任者　コー

ポレート本部長（現任）

所有する当社株式の数
8,200株

取締役候補者の選任理由
遠藤雅知氏は、財務、経営企画及びM&A等業務における豊富な経験と知見を有しており、当社が事業を拡大していくう

えで必要となる事業基盤の強化を推進し、取締役　最高財務責任者としての役割を適切に果たしております。以上のこと
から、同氏を引き続き取締役として、選任をお願いするものであります。

8
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候補者番号 ３ は

長
せ

谷
が わ

川
 

　
た く

拓 （49歳）

新任 生年月日　（昭和43年11月24日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
平成３年４月 株式会社ブリヂストン入社
平成８年１月 株式会社セブン-イレブン・ジャパン

入社
平成11年３月 同社商品本部マーチャンダイザー
平成15年８月 ヤフー株式会社入社
平成25年４月 同社ショッピングカンパニー事業推

進本部ビジネス開発部長

平成26年７月 同社ショッピングカンパニー事業推
進本部長

平成27年４月 同社ショッピングカンパニー事業開
発本部長

平成27年10月 当社へ出向（現在に至る。）
当社社長室長

平成28年１月 当社執行役員　最高戦略責任者　社
長室長（現任）

所有する当社株式の数
100株

取締役候補者の選任理由
長谷川拓氏は、インターネット業界やeコマース業界における豊富な経験と知見を有しており、最高戦略責任者として

企業の発展や活性化、業績向上のための企業戦略を立案し、さらにリーダーシップを発揮して当該戦略を遂行するなど執
行役員としての役割をも適切に果たしております。以上のことから、同氏を取締役として、選任をお願いするものであり
ます。

9
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候補者番号 ４
お ざ わ

小澤　
た か お

隆生 （46歳）

再任 生年月日　（昭和47年２月29日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
平成７年４月 株式会社CSK（現SCSK株式会社）入

社
平成11年８月 株式会社ビズシーク設立　同社代表

取締役
平成15年３月 楽天株式会社入社　同社オークショ

ン事業担当執行役員
平成17年１月 株式会社楽天野球団　取締役　事業

本部長
平成18年９月 有限会社小澤総合研究所　取締役

（現任）
平成24年９月 ヤフー株式会社　入社
平成24年10月 YJキャピタル株式会社　取締役　

COO

平成25年７月 ヤフー株式会社　執行役員　ショッ
ピングカンパニー長

平成25年８月 アスクル株式会社　取締役（現任）
平成26年４月 YJキャピタル株式会社　代表取締役
平成27年１月 同社取締役
平成27年９月 株式会社ユーザーローカル　取締役

（現任）
平成28年３月 当社取締役（現任）
平成29年４月 ヤフー株式会社　執行役員　コマー

スグループショッピングカンパニー
長（現任）

所有する当社株式の数
－株

取締役候補者の選任理由
小澤隆生氏は、インターネット業界に精通し、起業家としての豊富な経験と実績並びに新規事業の創造に関する幅広い

知見を有しており、同氏の実務経験から培われた高い見識をもとに、経営全般に有用な助言・提言を行い、取締役として
の役割を適切に果たしております。以上のことから、同氏を引き続き取締役として、選任をお願いするものであります。

（注）１．香川仁氏、遠藤雅知氏、長谷川拓氏及び小澤隆生氏の当社の親会社であるヤフー株式会社での過去５年間または現在の地位及び担当は、
上記略歴欄に記載のとおりであります。

２．当社は、小澤隆生氏との間で、会社法第427条第１項に基づき、法令に定める額を限度として賠償責任を限定する旨の責任限定契約を締
結しております。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

３．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

10
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役３名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査等委員である取締役
３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

監査等委員である取締役候補者一覧
候補者
番　号 氏　名 現在の当社における地位及び担当 候補者属性

1
ご

後
　とう　

藤
 

　
　たか　

髙
　ひろ　

廣 取締役（監査等委員・常勤） 再 任

2
　なか　

中
　むら　

村
 

　
　たか　

隆
お

夫 取締役（監査等委員） 再 任

3
すず

鈴
き

木
 

　　
まこと

誠 取締役（監査等委員） 再 任

11
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候補者番号
社外取締役候補者 １

ご と う

後藤　
たかひろ

髙 廣 （69歳）

再任 生年月日　（昭和24年１月９日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
昭和46年４月 日本鋼管株式会社（現JFEスチール株

式会社）入社
平成４年７月 エヌケーケートレーディング株式会

社（現JFE商事株式会社）
経理部資金室長

平成14年６月 同社取締役
平成16年８月 JFE商事ホールディングス株式会社

（現JFE商事株式会社）常務取締役

平成18年６月 川商フーズ株式会社監査役
川商セミコンダクター株式会社
（現JFE商事エレクトロニクス株式
会社）監査役
川商リアルエステート株式会社
（現JFE商事株式会社）監査役

平成21年６月 ジェコス株式会社監査役
平成23年６月 同社非常勤顧問
平成24年３月
平成28年３月

当社社外監査役（常勤）
当社社外取締役（監査等委員・常勤）
（現任）

所有する当社株式の数
3,700株

社外取締役候補者の選任理由
後藤髙廣氏は、事業会社において長年にわたる経理業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。また、他の会社の監査役としての専門的な知識並びに企業経営の経験を有しており、当社の社外取締役
に就任された場合、同氏の実務経験から培った高い見識をもとに、公正な立場から当社の業務執行の監査・監督を実施し
ていただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。

12
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候補者番号
社外取締役候補者 ２

なかむら

中 村　
た か お

隆夫 （52歳）

再任 生年月日　（昭和40年８月25日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
平成元年４月 日本銀行入行
平成８年２月 株式会社デジタルガレージ取締役
平成11年６月 株式会社インフォシーク代表取締役
平成20年12月 弁護士登録

平成21年１月 鳥飼総合法律事務所入所
平成21年３月 株式会社ピーエイ社外取締役（現

任）

平成21年12月 パラカ株式会社社外取締役
平成27年５月 UUUM株式会社監査役
平成27年８月 同社社外取締役（監査等委員）
平成28年１月 和田倉門法律事務所パートナー（現

任）
平成28年３月 当社社外取締役（監査等委員）（現

任）

所有する当社株式の数
―株

社外取締役候補者の選任理由
中村隆夫氏は、弁護士としての法律に関する豊富な知見並びに企業経営の経験を有しており、当社の社外取締役に就任

された場合、同氏の専門家等としての高い見識をもとに、公正な立場から当社の業務執行の監査・監督を実施していただ
けるものと判断し、選任をお願いするものであります。

13
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候補者番号
社外取締役候補者 ３ す ず

鈴
き

木　
まこと

誠 （51歳）

再任 生年月日　（昭和41年４月21日生）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
平成３年10月 太田昭和監査法人（現新日本有限責

任監査法人）入所
平成16年３月 鈴木誠公認会計士・税理士事務所開

設　所長（現任）
平成16年６月 当社社外監査役

平成17年４月 株式会社マックスアカウンティング
代表取締役（現任）

平成19年９月 日本公認会計士協会　租税政策検討
部会専門委員（現任）

平成27年６月 株式会社ユニバーサルエンターテイ
ンメント社外監査役（現任）

平成29年３月 当社社外取締役（監査等委員）（現
任）

所有する当社株式の数
―株

社外取締役候補者の選任理由
鈴木誠氏は、公認会計士・税理士として財務、税務及び会計に関する豊富な知見並びに企業経営の経験を有しており、

当社の社外取締役に就任された場合、同氏の専門家等としての高い見識をもとに、公正な立場から当社の業務執行の監査・
監督を実施していただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。

（注）１．後藤髙廣氏、中村隆夫氏及び鈴木誠氏は、社外取締役候補者であります。
２．当社は、会社法第427条第１項に基づき、後藤髙廣氏、中村隆夫氏及び鈴木誠氏との間で、法令に定める額を限度額として賠償責任を限

定する旨の責任限定契約を締結しております。３氏の選任が承認可決された場合、当該契約を継続する予定であります。
３．当社は、後藤髙廣氏、中村隆夫氏及び鈴木誠氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ており、３氏が選任された場合には、引き続き

独立役員とする予定であります。なお、中村隆夫氏は、和田倉門法律事務所に所属する弁護士であり、当社は同事務所との間に法律顧問
契約に基づく役務提供等の取引関係がございますが、法律顧問としての役務は、同事務所の異なる弁護士から提供を受けております。取
引金額は年間10,000千円に満たず、独立性に影響を及ぼすような重要性はありません。

４．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
５．後藤髙廣氏及び中村隆夫氏は平成28年３月に当社社外取締役に就任し、その就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。鈴木誠

氏は平成29年3月に当社社外取締役に就任し、その就任期間は本総会終結の時をもって1年となります。

以　上
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提供書面
事業報告（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）

１．企業集団の現況
(1）当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国の経済は、企業収益が改善傾向にあるのに加え、個人消費も緩やかに

持ち直し、全体として景気回復基調が継続しました。景気の先行きについては、雇用・所得環境の改善
が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されています。

当社グループが属するインターネット広告市場は、スマートフォンの急速な普及と利用時間の増加に
伴い、スマートフォンを起点とするサービス消費やショッピング等が増加し、精度の高いターゲティン
グ及び明確な効果測定が可能であるインターネット広告の需要がいっそう高まるなか、成長を続けてお
ります。また、アドテクノロジーの発展により、蓄積されたデータを分析・活用するマーケティング手
法が広く浸透してきており、当該市場は、今後も新たな価値を創造しながら発展していくものと見込ま
れます。

こうした環境の下、当社グループは、「集客」から「接客」、「リテンション（顧客との関係維持）」
まで提供する事業に一貫して注力した結果、当連結会計年度（平成29年１月１日～平成29年12月31日）
における連結経営成績は次のとおりとなりました。

売上高は、主に広告事業のアフィリエイトマーケティングサービスにおいて、金融以外の分野は伸長
したものの、金融分野のうち利益率の低い大型案件の広告出稿が減少したことにより、16,889,167千円

15
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（前期比3.5％減）となりました。

営業利益は、広告事業において、アフィリエイトマーケティングサービスが金融以外の分野の伸長に
より全体としては堅調であったこと、及びストアマッチサービスが堅調であったことに加え、CRM事業
において、Yahoo!ショッピングのストア向けサービス「STORE's R∞（ストアーズ・アールエイト）」
が好調だったことにより、2,223,051千円（前期比140.9％増）となりました。

経常利益は、営業外収益に持分法による投資利益29,513千円、営業外費用に投資事業組合運用損
25,028千円を計上したこと等により、2,257,400千円（前期比125.4％増）となりました。

税金等調整前当期純利益は、特別損失に、サービスの発展・強化を目的として事業戦略の見直しを行
ったことに伴い、広告事業のアドネットワークサービス「ADPRESSO（アドプレッソ）」及びCRM事業
のマーケティングオートメーションサービス「R∞（アール・エイト）」について減損を認識したことに
より減損損失585,150千円を計上したこと、広告事業のアフィリエイトマーケティングサービスに付随
するメディアへの提供データ積算に不備があったことによりメディア費用特別負担金100,000千円を計
上したこと等により、1,538,602千円（前期比143.7％増）となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、法人税等528,396千円を計上したことにより、1,010,206千円
（前期比193.1％増）となりました。

16
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13,373

平成26年
12月期

16,658

平成27年
12月期

17,505

平成28年
12月期

16,889

平成29年
12月期

売上高 （百万円）

1,515

平成26年
12月期

1,518

平成27年
12月期

922

平成28年
12月期

2,223

平成29年
12月期

営業利益 （百万円）

1,647

平成26年
12月期

1,656

平成27年
12月期

1,001

平成28年
12月期

2,257

平成29年
12月期

経常利益 （百万円）

平成26年
12月期

958
1,032

平成27年
12月期

344

平成28年
12月期

1,010

平成29年
12月期

28.86
31.07

10.39

31.4031.40

親会社株主に帰属する当期純利益／1株当たり当期純利益
1株当たり当期純利益（円）親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）
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（ご参考）グラフ
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9,131

平成26年
12月期

5,559

10,125

平成27年
12月期

6,244

9,984

平成28年
12月期

6,163

11,679

平成29年
12月期

6,9686,968

総資産／純資産
総資産 純資産

（百万円）

60.4

平成26年
12月期

61.2

平成27年
12月期

61.3

平成28年
12月期

59.5

平成29年
12月期

自己資本比率 （％）

平成26年
12月期

166.06

平成27年
12月期

186.47

平成28年
12月期

188.02

平成29年
12月期

215.73

1株当たり純資産 （円）

平成26年
12月期

18.4

平成27年
12月期

17.6

平成28年
12月期

5.6

平成29年
12月期

15.5

（％）ROE

18

（ご参考）グラフ
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セグメント別の業績は次のとおりであります。
当連結会計年度より、業績管理の精度向上及び適切な事業運営を行うため、管理部門等からの各事業への費用の配賦

を限定し、各事業において管理可能な費用が明確となるように、報告セグメントの利益又は損失の算定方法の変更を行い
ました。なお、前連結会計年度のセグメントの業績は、変更後の算定方法に基づき作成しております。

広告事業

主要な事業内容

「広告事業」は、ウェブサイト上で商品やサービスを販売しているeコマー

ス事業者等の広告主の広告を、ウェブサイトやアプリの広告掲載メディアに配

信する事業で、主に「アフィリエイトマーケティングサービス」「ストアマッ

チサービス」等を含みます。

当連結会計年度におきましては、主にアフィリエイトマーケティングサービ

スで、金融以外の分野は伸長したものの、金融分野のうち利益率の低い大型案

件の広告出稿が減少したことにより、売上高を押し下げました。一方、セグメ

ント利益は、アフィリエイトマーケティングサービス及びストアマッチサービ

スが堅調に推移しました。

この結果、セグメント売上高は15,403,888千円（前期比8.7％減）、セグメ

ント利益は2,836,880千円（前期比23.9％増）となりました。

平成29年12月期

15,403

平成28年12月期

16,867

セグメント売上高 （百万円）

平成29年12月期

2,836

平成28年12月期

2,290

セグメント利益 （百万円）

19

セグメントの業績
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CRM事業

主要な事業内容

「CRM事業」は、オンラインストアと実店舗での消費者の購買・行動データ

を一元管理・分析し、一人ひとりのニーズとタイミングに合わせた情報を発信

することで、消費者が購入しやすい販路への誘導、再訪を促すサービスを提供

する事業で、「マーケティングオートメーションサービス」等を含みます。

当連結会計年度におきましては、Yahoo!ショッピングのストア向けサービス

「STORE's R∞（ストアーズ・アールエイト）」が好調に推移しました。

この結果、セグメント売上高は1,534,654千円（うち内部売上高は49,375

千円）（前期比140.7％増）、セグメント利益は676,753千円（前期は342,053

千円の損失）となりました。

平成29年12月期

1,534

平成28年12月期

637

セグメント売上高 （百万円）

平成29年12月期平成28年12月期
△342

676

セグメント利益 （百万円）

20

セグメントの業績
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主要なサービス

アフィリエイト
成果報酬型広告で集客・販促を支援する日本最大級のアフィリエイ
トネットワーク

ストアマッチ
Yahoo！ショッピングなどオンラインモールのストア向けクリ
ック課金型広告

ストアーズ・アールエイト
優良顧客育成による売上基盤の拡大を支援するYahoo！ショッ
ピング向けマーケティングオートメーションツール

21

（ご参考）主要なサービス
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は382,584千円で、その主な
ものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備
当社　CRM事業

ソフトウェア　CRM事業用プログラム 91,518千円
　上記のうち、当連結会計年度における投資額は、87,245千円であります。

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
当社　CRM事業

ソフトウェア仮勘定　CRM事業用プログラム 4,059千円
ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

該当事項はありません。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

22

設備投資の状況



2018/02/22 20:40:45 / 17355287_バリューコマース株式会社_招集通知（Ｃ）

(2）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第19期
（平成26年12月期）

第20期
（平成27年12月期）

第21期
（平成28年12月期）

第22期
（当連結会計年度）
（平成29年12月期）

売上高 （千円） 13,373,210 16,658,132 17,505,495 16,889,167
経常利益 （千円） 1,647,651 1,656,255 1,001,608 2,257,400
親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 958,569 1,032,292 344,667 1,010,206
１株当たり当期純利益 （円） 28.86 31.07 10.39 31.40
総資産 （千円） 9,131,240 10,125,425 9,984,621 11,679,837
純資産 （千円） 5,559,832 6,244,755 6,163,384 6,968,199
１株当たり純資産額 （円） 166.06 186.47 188.02 215.73

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式
総数により算出しております。

23

直前3事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　当社の親会社はソフトバンクグループ株式会社及びヤフー株式会社であります。
　ソフトバンクグループ株式会社は、当社株式を直接所有するヤフー株式会社の親会社であり、当社株
式16,788,400株（議決権比率52.14％）を間接所有しております。
　当社は親会社のヤフー株式会社に対してサービスの提供及び仕入を行っております。サービスの提供
及び仕入条件については、一般取引条件と同様に決定しております。
　当社取締役会は、このような取引条件を把握し、当社グループの利益を害するものではないことを確
認したうえで、取引ごとにその適正性・妥当性を判断しております。

②　子会社の状況

会社名 資本金又は出資金 当社の議決権
比率 主要な事業内容

株式会社デジミホ 164,845千円 100.00％ Webマーケティングコンサ
ルティング事業

バリューコマース・コリア・リミテッド 50,000千ウォン 100.00％ ―

（注）特定完全子会社に該当する子会社はありません。

24

重要な親会社及び子会社の状況
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(4) 対処すべき課題
① 総合的なマーケティングソリューションの提供

アフィリエイトマーケティングサービスを主軸とした集客事業に、CRM事業で培ったコンバージョンレート強化の

ノウハウを融合し、消費者の購買までの行動履歴、ロイヤル化までの購買履歴などのビッグデータを適切に活用して

消費者の行動予測を実現し、より精度の高い総合的なマーケティングソリューションを提供してまいります。

② アフィリエイトマーケティングサービスの更なる成長

アフィリエイトマーケティングサービスの基本構造は、広告主の商材と最適なメディアをマッチングすることによ

り高い広告効果を生み出すことにあります。そのため、メディアのコンテンツ領域の収益力最大化を支援することに

よりメディアネットワークを強化し、広告主に対してデータに基づき最適マッチングを提案するコンサルティングを

強化することで、マーケティング効率の最適化とマーケティング効果の最大化を目指してまいります。

③ 将来の収益の柱となる新たな事業の創出

将来にわたって持続的成長を実現するため、ターゲットとする事業領域、市場、顧客及び技術を明確にし、イノベ

ーションに挑戦することで、新規事業開発に取り組んでまいります。

④ 優秀な人材の育成と確保

従業員のスキルを高める教育制度の充実、多様化するキャリアパスの設計・提供、適正な評価と処遇を通じて、当

社グループの成長に伴い生じる様々な課題に対処できる優秀な人材を育成し確保いたします。

⑤ 適切なリスク管理と安全で安定したサービスの提供

自然災害、システム障害、感染症の流行等の事業中断事由による操業度・物理的施設面への影響を最小化するよう

リスクの認識・管理を適切に実施することによって、安定したサービスを提供するよう対策を講じます。不正アクセ

ス行為による被害防止に対しては、細心の注意を払いセキュリティ対策の一層の強化に取り組んでまいります。

25

対処すべき課題
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また、セキュリティ強化の一環として、ISMS取得企業として個人情報保護体制の適切な整備・運用を確保すること

で、サービスを安全に利用していただけるよう尽力いたします。

⑥ 事業環境の変化に対応した経営体制

激しく変化する事業環境のなかで成長を続けるため、機動的な経営体制及び組織体制を柔軟に構築してまいります。

また、コンプライアンス体制、内部統制システムを全社的観点で評価することにより、企業経営の効率性向上、健

全性確保、透明性向上を図ってまいります。

26

対処すべき課題
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(5）使用人の状況（平成29年12月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
広 告 事 業 138（10）名 －（ 3名減）
C R M 事 業 25（ 1）名 11名減（　　－）
全 社 （ 共 通 ） 59（ 5）名 6名減（ 3名減）

合　　計 222（16）名 17名減（ 6名減）
（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門等に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

217（16）名 16名減（ 6名減） 35.8歳 5.5年
（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

27

使用人の状況
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２．会社の現況
(1）株式の状況（平成29年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 121,120,000株
②　発行済株式の総数 34,471,000株
③　株主数 5,369名

一般法人等
48.82％

個人等
14.03％

自己名義株式
6.60％

金融機関等
19.91％

外国法人等
10.64％

所有者別株式保有の状況

28

株式の状況
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④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数
（ 株 ）

持株比率
（ ％ ）

ヤフー株式会社 16,788,400 52.14

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,923,100 5.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,697,400 5.27

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 751,600 2.33

DAIWA CM HONG KONG LTD CLIENT SAFEKEEPING ACCOUNT
（常任代理人　大和証券株式会社） 525,600 1.63

MORGAN STANLEY & CO.LLC
（常任代理人　モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社） 453,100 1.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 326,400 1.01

JPMCB:CREDIT SUISSE SECURITIES EUROPE-JPY 1007760
（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部） 315,000 0.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 281,100 0.87

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
（常任代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会社） 275,499 0.85

（注）１．上記は、平成29年12月31日現在における株主名簿に基づいて記載しております。
２．当社は、自己株式を2,275,600株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
３．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

29
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(2) 会社役員の状況
①　取締役の状況（平成29年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 香 川 　 仁 代表取締役社長　最高経営責任者

取 締 役 遠 藤 雅 知 取締役　最高財務責任者　コーポレート本部長

取 締 役 小 澤 隆 生

ヤフー株式会社　執行役員　コマースグループショッピングカンパニ
ー長
有限会社小澤総合研究所　取締役
アスクル株式会社　取締役
株式会社ユーザーローカル　取締役

取 締 役
(監査等委員・常勤) 後 藤 髙 廣

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 中 村 隆 夫 和田倉門法律事務所　パートナー

株式会社ピーエイ　社外取締役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 鈴 木 　 誠

鈴木誠公認会計士・税理士事務所　所長
株式会社マックスアカウンティング　代表取締役
日本公認会計士協会　租税政策検討部会専門委員
株式会社ユニバーサルエンターテインメント　社外監査役

（注）１．取締役（監査等委員）後藤髙廣氏、取締役（監査等委員）中村隆夫氏及び取締役（監査等委員）鈴木誠氏は社外取締役であ
ります。

２．取締役（監査等委員）後藤髙廣氏は事業会社において長年にわたる経理業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有しております。

３．取締役（監査等委員）中村隆夫氏は弁護士としての資格を有し、法律に関する相当程度の知見を有しております。
４．取締役（監査等委員）鈴木誠氏は公認会計士としての資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
５．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため後藤髙廣氏を常勤の監査等委員として選定しておりま

す。
６．当社は、取締役（監査等委員）後藤髙廣氏、取締役（監査等委員）中村隆夫氏及び取締役（監査等委員）鈴木誠氏を東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
７．（責任限定契約の内容の概要）
　　　非業務執行取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、当社は、定款第31条第２項を定め、会社法第425条第１項の

最低責任限度額を限度として、非業務執行取締役との間で同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結するこ
とができるものとしております。これに基づき、当社は各非業務執行取締役との間で上記内容の責任限定契約を締結してお
ります。
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②　事業年度中に退任した取締役

氏 名 退 任 日 退 任 理 由 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

吉 井 伸 吾 平成29年３月24日 辞任 ヤフー株式会社　社外取締役（監査等委員・常勤）

③　当事業年度に係る取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額
取締役（監査等委員を除く。）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3名
（－）

47,480千円
（－）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3名
（3）

18,600千円
（18,600）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

6名
（3）

66,080千円
（18,600）

（注）１．上記には、平成29年３月24日開催の第21期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含んでおります。
２．支給人員には、無報酬の取締役は含まれておりません。
３．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、平成28年３月24日開催の第20期定時株主総会決議において

年額200,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。また監査等委員である取締役の
報酬限度額は、平成28年３月24日開催の第20期定時株主総会決議において年額30,000千円以内と決議いただいておりま
す。

④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役（監査等委員）中村隆夫氏は、和田倉門法律事務所のパートナー弁護士であります。当社は同
法律事務所所属の他の弁護士との間に委任契約がありますが、当社からの支払い報酬は同法律事務所の
規模に比して少額であり、中村氏は当社の委任案件には一切関与しておりません。
　この他社外役員の兼職先と当社との間には特別な関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
活 動 状 況

取締役
(監査等委員・

常勤)

後藤　髙廣 当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席し、監査等委員会
13回のうち13回に出席いたしました。取締役会において取締役会の意思決
定の適正性を確保するための発言を行っております。また、監査等委員会に
おいて当社の業務管理の体制について適宜必要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員）

中村　隆夫 当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席し、監査等委員会
13回のうち13回に出席いたしました。取締役会において取締役会の意思決
定の適正性を確保するための発言を行っております。また、監査等委員会に
おいて当社の業務管理の体制について適宜必要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員）

鈴木　誠 平成29年３月24日就任以降、当事業年度に開催された取締役会11回のうち
11回に出席し、監査等委員会９回のうち９回に出席いたしました。取締役
会において取締役会の意思決定の適正性を確保するための発言を行ってお
ります。また、監査等委員会において当社の業務管理の体制について適宜必
要な発言を行っております。
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(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社では、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な課題の１つとして位置づけております。利益配分

につきましては、将来の成長に向けた投資のための内部留保を確保しつつ、業績に応じた配当を実施するこ
ととし、配当性向の目標を連結当期純利益の30％以上としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の配当を実施することを基本方針としております。また、会社法第
459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めて
おります。

１株当たり配当金、連結配当性向

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

平成29年
12月期

中間配当 5.00円 4.00円 2.00円 3.00円

期末配当 6.00円 6.00円 2.00円 7.00円

年間配当 11.00円 10.00円 4.00円 10.00円

連結配当性向 38.1％ 32.2% 38.5% 31.8%

33
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連結計算書類

連結貸借対照表（平成29年12月31日現在）
（単位：千円）

科　目 金　額
（資産の部）

流動資産 8,789,380
現金及び預金 5,002,511
受取手形及び売掛金 2,619,995
繰延税金資産 86,619
未収入金 1,015,107
その他 66,766
貸倒引当金 △1,620

固定資産 2,890,456
有形固定資産 300,157

建物附属設備 205,533
工具、器具及び備品 94,623

無形固定資産 938,686
ソフトウエア 522,860
ソフトウエア仮勘定 68,375
のれん 337,043
その他 10,406

投資その他の資産 1,651,613
投資有価証券 1,358,526
差入保証金 243,755
繰延税金資産 40,069
その他 9,262

資産合計 11,679,837

科　目 金　額
（負債の部）

流動負債 4,568,168
買掛金 1,912,280
未払金 1,728,844
未払法人税等 547,636
その他 379,406

固定負債 143,468
長期預り保証金 68,177
その他 75,291

負債合計 4,711,637
（純資産の部）

株主資本 6,807,199
資本金 1,728,266
資本剰余金 1,123,448
利益剰余金 4,510,892
自己株式 △555,407

その他の包括利益累計額 138,260
その他有価証券評価差額金 138,599
為替換算調整勘定 △338

新株予約権 22,739
純資産合計 6,968,199
負債純資産合計 11,679,837

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（自平成29年１月１日　至平成29年12月31日）
（単位：千円）

科　目 金　額
売上高 16,889,167
売上原価 11,566,333

売上総利益 5,322,833
販売費及び一般管理費 3,099,782

営業利益 2,223,051
営業外収益

持分法による投資利益 29,513
受取保険金 24,993
その他 8,636 63,144

営業外費用
投資事業組合運用損 25,028
為替差損 358
固定資産売却損 3,299
その他 107 28,795
経常利益 2,257,400

特別利益
新株予約権戻入益 7,824 7,824

特別損失
減損損失 585,150
メディア費用特別負担金 100,000
その他 41,472 726,622
税金等調整前当期純利益 1,538,602
法人税、住民税及び事業税 672,757
法人税等調整額 △144,360 528,396
当期純利益 1,010,206
親会社株主に帰属する当期純利益 1,010,206

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類

貸借対照表（平成29年12月31日現在）
（単位：千円）

科　目 金　額
（資産の部）

流動資産 8,769,358
現金及び預金 4,951,297
受取手形及び売掛金 2,619,995
前払費用 66,481
繰延税金資産 86,619
未収入金 1,046,527
その他 58
貸倒引当金 △1,620

固定資産 2,076,827
有形固定資産 300,157

建物附属設備 205,533
工具、器具及び備品 94,623

無形固定資産 601,481
ソフトウエア 522,860
ソフトウエア仮勘定 68,375
その他 10,244

投資その他の資産 1,175,188
投資有価証券 662,154
関係会社株式 131,764
長期未収入金 2,077
関係会社長期貸付金 200,000
差入保証金 243,755
長期前払費用 9,262
繰延税金資産 126,174
貸倒引当金 △200,000

資産合計 10,846,185

科　目 金　額
（負債の部）

流動負債 4,572,233
買掛金 1,909,652
未払金 1,748,513
未払費用 181,301
未払法人税等 540,701
未払消費税等 78,833
前受金 86,115
預り金 26,327
その他 787

固定負債 143,468
長期預り保証金 68,177
その他 75,291

負債合計 4,715,702
（純資産の部）

株主資本 5,969,144
資本金 1,728,266
資本剰余金 1,123,448

資本準備金 1,083,798
その他資本剰余金 39,650

利益剰余金 3,672,836
その他利益剰余金 3,672,836

繰越利益剰余金 3,672,836
自己株式 △555,407

評価・換算差額等 138,599
その他有価証券評価差額金 138,599

新株予約権 22,739
純資産合計 6,130,483
負債純資産合計 10,846,185

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（自平成29年１月１日　至平成29年12月31日）
（単位：千円）

科　目 金　額
売上高 16,889,167
売上原価 11,517,908

売上総利益 5,371,258
販売費及び一般管理費 3,076,295

営業利益 2,294,962
営業外収益

受取配当金 15,777
受取保険金 24,993
アフィリエイト報酬精算益 801
その他 13,546 55,119

営業外費用
投資事業組合運用損 25,028
為替差損 564
固定資産売却損 3,299
その他 107 29,000
経常利益 2,321,081

特別利益
新株予約権戻入益 7,824 7,824

特別損失
貸倒引当金繰入額 200,000
減損損失 305,473
子会社株式評価損 749,099
その他 146,802 1,401,375
税引前当期純利益 927,530
法人税、住民税及び事業税 667,277
法人税等調整額 △89,365 577,911
当期純利益 349,619

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年２月９日

バリューコマース株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 朽 木 利 宏 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 士 直 和 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、バリューコマース株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、バリュー
コマース株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年２月９日

バリューコマース株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 朽 木 利 宏 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 士 直 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、バリューコマース株式会社の平成29年１月１日から平成29年
12月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第22期事業年度における取締役の
職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及び
その理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えま
した。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないよ

うに留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由に
ついて、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年２月９日

バリューコマース株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 後 藤 髙 廣 ㊞

監査等委員 中 村 隆 夫 ㊞

監査等委員 鈴 木 　 誠 ㊞

（注）常勤監査等委員後藤髙廣、監査等委員中村隆夫及び監査等委員鈴木誠は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に
　　　　規定する社外取締役であります。

以　上
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期末配当金のお支払いについて
当社は、定款の規定により、平成30年１月30日開催の当社取締役会で、第22期（平成29年１月

１日から平成29年12月31日まで）期末配当金を１株当たり７円とし、効力発生日（支払開始日）
を平成30年３月７日と決定いたしました。

第22期期末配当金のお支払いについて

１．口座振込をご指定いただいている方は、同封の『第22期期末配当金計算書』及び『「配当金
振込先ご確認」のご案内』の内容をご確認ください。

２．株式数比例配分方式を選択された場合の配当金のお振込先につきましては、口座を開設され
ている証券会社等にお問合わせください。

３．口座振込をご指定いただいていない方は、同封の「第22期期末配当金領収証」により、払渡
期間中（平成30年３月７日から平成30年４月６日まで）に最寄りのゆうちょ銀行又は郵便
局の貯金窓口で配当金をお受取りください。

株主メモ
事 業 年 度 １月１日から12月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年３月
期 末 配 当 金
受 領 株 主 確 定 日 12月31日（期末配当を行う場合）

中 間 配 当
受 領 株 主 確 定 日 ６月30日（中間配当を行う場合）

単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社
特 別 口 座 の
口 座 管 理 機 関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同 連 絡 先 （郵便物送付先）〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

（電話問合せ先）三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-232-711（フリーダイヤル）

上 場 証 券 取 引 所 東証一部
証 券 コ ー ド 2491
公 告 方 法 電子公告の方法により行います。

但し、やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日本
経済新聞に掲載します。
公告掲載URL　https://www.valuecommerce.co.jp/
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バリューコマース株式会社 株主総会会場ご案内図
アイビーホール青学会館　地下２階　サフラン
東京都渋谷区渋谷四丁目４番25号
電話　03-3409-8181

会 場

半蔵門線、銀座線
青山通り 南青山五丁目 至赤坂至渋谷

六本木通り

地下鉄
半蔵門線、銀座線

青山ライズ
スクエア

国連大学 みずほ銀行

表
参
道

表参道駅

骨
董
通
り

地
下
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・
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布
、
新
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玄
関

青山学院前
（渋谷へ） 青山学院

記念館

青山学院

西門
東門

正門

■ 地下鉄
    A4出口

地
下
鉄
B
3
出
口

■ 
地下鉄
B1出口

南青山
五丁目
（新橋へ）

高速3号渋谷線

アイビーホール
青学会館

交通の
ご案内

●　地下鉄（銀座線・半蔵門線・千代田線）
表参道駅下車（Ｂ１またはＢ３出口より徒歩約５分）

●　都営バス（渋88系統　渋谷駅前～新橋駅前）
新橋駅方向　南青山五丁目下車（徒歩約３分）
渋谷駅方向　青山学院前下車（徒歩約３分）

※ 駐車場の用意はいたしておりませんので、公共交通機関をご利用ください。

本年から、株主総会にご出席の株主様にお配りして
おりましたお土産を取りやめさせていただきます。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

地図




